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1.は じめ に
予算とは何か?今日この問いに答えるのは容易なことではない｡伝統的な
予算の定義では,｢議決｣ないし ｢支出を義務づける｣という点が強調され
る｡そこでは,ある予算項目について,予算額を超える支出は議決のない限
りは一切認められず (事前議決の原則),同時に,そのような支出は予算項目
に記されているある性質ないし目的に反するものであってほならな_い (予算
特定化原則)｡ところが,もう一つ予算循環という考え方がある｡そこでは
PLAN-DO-SEEのサイクルを通じて,過去の予算の結果が評価され,将
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釆の予算に生かされていくことが前提となっている｡しかし後者の,20世紀
以降の,行政管理論的主張と,前者の,19世紀初頭 (フランス王政復古期)
に端を発する,公法起源の予算特定化原則との間の整合性は,不明瞭である
ように思われる｡なぜなら,予算特定化は一定の金額がある ｢目的｣のため
に用いられ,その金額を超えていなければ問題とはしないからである｡真の
意味で予算がフィードバックされ将来に生かされていくためには,政策の効
果や,｢目標｣と対照させた上での評価が行われていなければならない｡
しかし,そもそも今日,このような ｢予算とは何か ?｣という問題設定
は,妥当ではないかもしれない｡｢会計における真実性とは何か?｣といった
問いと同様に,人間の欲求や必要性から超越した真実性といったものは,意
味がないからである｡そこで問われるべきことは,むしろ ｢予算は何のため
に役に立つのか?｣であり,それぞれの有用性に適合する予算の形とは何
か,といったことであろう｡｢予算とは何か?｣という問いはこのような形に
変換されなければならない｡
このためには,様々に次元の異なる予算形式の意義と限界を明確化させる
必要がある｡そこでこの問題に接近する手順としては,まず,民間企業の予
算と公共部門の予算との間の共通性を強調する議論,すなわち,戦後の予算
合理化運動や,最近の英米諸国における ｢新行政管理論｣(New Public
Management:NPM)に相当する,フランス公経営論 (GestionPublique)の
議論を検討し,民間部門と公共部門の両者に共通する予算の本質を探ったう
えで,それでも最後に残る政府予算の特殊性とは何なのかを明らかにするこ
とに努めることが必要だと思われた｡この間題に対し今すぐ答えを出すこと
はできないが,本稿では少なくとも ｢財務会計｣的な意味での予算と,｢管理
会計｣的な意味での予算の違いを明確にすることはできるように思われる｡
フランス公経営論の中で,とりわけ予算循環の概念に関わるのが,｢公的
顔.誠のマネジメント･コントロール論｣であるO本稿ではこれをアメリカや
日本で議論されているような ｢事業別予算論｣と比較した｡ここでは,同様
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の問題に対して異なった視角から行われている二つの議論を対照させること
で,予算の基本概念や目的を浮き彫 りにすることを,ねらいとしている｡本
稿で主たる検討の対象となっているのは,1965年度 (暦年)の予算から施行
された,人口1万人以上の市町村に関する予算 ･会計制度M12(l)(ほぼ同内
容の制度M51が県 ･州に対して適用されている)と,70年代後半以降の,フ
ランスの自治体独自の取 り範みである｡
2.予備的考察一事業別予算論の系譜
(1)事業別予算論の起源
事業別予算とは1949年第1次フーバー委員会で提唱された ｢パフォーマン
ス予算｣の訳である｡当時の連邦予算は性質別 ･組識別であり,そこに初め
て機能別分類を導入しようとした点が重要だったのである｡
このことは日本ではあまり注目されていないことだが,事業別予算は,政
府部門に企業予算,すなわち管理会計の論理を持ち込もうとしたところから
始まっている｡ただし現実には,共通費の配賦は行わず,単位原価計算も回
避される場合が多く,｢マン･アワー方式｣(生産物量とそれに対する従事者
の労働時間との比)などから簡便法で算出されたりした (山本 [1956])｡
(2) 新しい事業別予算論の台頭
斎藤達三が日本に導入しようとしているのは,このような昔のパフォーマ
ンス予算ではないO彼によれば,現在の ｢パフォーマンス予算｣は,50年代
のパフォーマンス予算と異なり,事業別予算やPPBSの挫折の経験を受けな
がらも,アメリカの諸政府が部分的な改革を積み重ねた結果確立してきたも
(1)人口1万人以下の市町村に関する予算 ･会計制度Mllについては拙稿 [1998]を参
照｡
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のをさし,PPBSの基礎となった ｢プログラム予算｣と区別している｡すな
わち,ZBBの事業単位 (デシジョン･ユニッ日 ,システムズ ･アナリシス
から派生,簡略化されたプログラム評価 (事業評価),MBO(目標による管
哩),最終生産物中心の PPBSの有効度評価を簡略化して中間生産物を含め
た ｢行政効率性の測定｣の普及などの経験が背景にある｡
この新しいパフォーマンス予算のプログラム予算との違いは,計画から予
算執行,事後評価過程まで統合した視点を持ち,さらに予算だけでなく計画
や定数配分とも密接な関係を持ち,このためトップダウンではなく全職員の
参加を前提としている点にある｡また,行政需要の充足だけでなく生産性等
供給面にも関心を持ち,代替案の分析は省略して事業全過程の適時的分析の
方に重点を置くのも特徴である｡斎藤は単なる事業別予算分煩にとどまら
ず,サービスの開発,マーケティング,宣伝,影響効果の把捉など,総合的
な ｢事業別経営｣を目指した議論を進めている｡
事業別予算論は,概して①計画過程 (予算編成含む),②実施過程,③評価
過程のどこに重点を置いているかによって異なった性格を持つ｡日本は主と
して①である｡もっとも日本の事業別予算の場合,計画過程といっても予算
編成のみにかぎられ,事業別予算と計画との統合には至っていない (斎藤の
とりあげるカリフォルニア州サニーベール市は基本計画と事業別予算が統合
された例である)｡アメリカは(参から始まっており,｢特にシティ･マネー
ジャー制を採用している自治体などでは,トップの方針をいかに阻識に浸透
させ実効性あるものとするか,その有力な経営管理手段として位置づけられ
ている｡｣(斎藤 [1990])各事業の実施目標を定量的に示すパフォーマンス指
標が設定され,月単位ないし四半期単位で目標達成度が測定され,目標との
比較により執行管理が行われる｡この点,フランスのマネジメント･コソト
ロ-ルもこのタイプの事業別予算に近いことが分かる (後述)0
現代の ｢パフォーマンス予算｣に必須の米国型 ｢パフォーマンス指標｣
の,フランス型 ｢マネジメント･コントロール｣と比べた特徴は,｢需要｣や
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｢効用｣などの顧客志向の視点にある｡｢サービス成果｣は単なる量的拡大で
はなく,あくまで ｢行政需要｣との対比で測定され,さらに住民満足度-の
影響をアンケート調査等で調べる｡さらに測定可能な場合には,アウトプッ
ト段階の ｢サービス成果｣からアウトカム段階の ｢社会成果｣-と至る場合
もある｡
需要 ･供給のアウトプットが測定できない場合はプロセス段階の ｢業務量
指標｣を用いる場合も多い｡各事業の各行政目標 (パフォーマンス/業務量
指標)は,それを実現するために必要な ｢業務｣(タスク)単位に分割され,
それぞれの業務量とそれに要する労働時間との比による加重平均によって,
各事業の業務量が算出される (サニーベール市の例)(斎藤 [1990])｡
(3)日本における事業別予算の状況
日本では,昭和38年の臨調第1専門部会で事業別予算が検討された (地方
自治総研 [1981])が,実際の進展はほとんどなかった｡これに対し最近では
財務会計のシステム化によって,予算の編成 ･執行 ･統制が事業単位で可能
となり,その上に本当の意味での事業別予算を構築するための条件が整いつ
つある｡現在 ｢事業｣と呼ばれているものは,目的別予算分類の款 ･項 ･目
のうち,目をさらに細かく分解して,継続 ･廃止を決定できる最小限の単位
であり,この分類方法は予算編成時点において各事業の資金調達方法を明示
するという形で,既に行われてきたことでもある｡このような形で,日本で
は ｢パフォーマンス予算｣が理解されたのであるO
斎藤達三は,事業別予算の発展段階を次頁の表のような形で整理してい
る｡
彼の業績においては,日本の自治体の,事業別予算導入 ･実施状況が調査
されている (斎藤 [1990],[1995])｡表 1に即して言えば,日本の状況は,
トー タル ･コストの把握はできている自治体が多数となってきているが,人
件費の配賦や,パフォーマンス指標の開発 (とりわけ記述的でなく数量的な
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(表1)斎藤達三g)考える事業BFJ予算システムの発展段階
投資的事業 経常的事業 人件草 パフォーマンス指標
Ⅴ.パフォーマンス * * * *
予算 (投資費+運用費)(事業費十間接費)
Ⅳ.初期パフォーマ * * * *
ソス予算 (投資費+運用費)(事業費+間接費) (記述的)
Ⅲ. トー タルコスト * * *
予算 (投資費+運用費)(事業費+間接費)
Ⅱ.事業コスト予算 *(投資費) *(事業費+間接費)
(出所)斎藤 [1995]p.20
もの)はまだ少数派である｡
経常事業のト-タル ･コスt把捉状況について注目し七みると,これに関
しては,直接事業費,間接事業費,人件費により構成されると考えられてい
る｡行政魁織内部の管理的業務から発生する ｢管理費｣に関しては,個BrJ事
業として設定されるのでここには含まれない｡全事業は,住民と直接接触す
る ｢住民サービス事業｣と,様々な一般管理部門である ｢行政内部事業｣を
区分して分析されているのである｡
この中で ｢間凄事業費｣に関しては,旋費,備品費,役務費など,従来当
該事業と直接結びつけて算定されてこなかった費目を配分したもので,何ら
かの共通基準 (直接事業費,従事職員数等)による配分も考えられるが,日
本では一般に ｢経験的判断｣によって行われるといわれる.さらに,｢目｣の
予算額の中には特定の事業に結び付けることの困難な共通経費が発生せざる
をえず,これら区分不可能経費は ｢目｣ごとに ｢その他事業｣｢管理事業費｣
等の名称を付した項目 (事業)に統合する方法が一般にとられる｡
さらに問題となるのが ｢人件費｣の扱いである｡従来型の性質別予算で
は,人件費は ｢項｣の最初の ｢目｣である総務費の中に魁織単位で区分され
一括して計上されている.事業別予算が適用されている場合でも,｢目｣の中
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に ｢人件費事業｣という事業を設定するに過ぎないOその背景として斎藤
[1995]は財務会計と同じ厳密さを求めるあまり,特定事業に帰着困難なも
のは配賦しない傾向が支配的であると述べている｡実際に事業人件費が算定
されている場合はほとんどまれ (9団体)であるが,当該事業に従事する職
員の給与支払額を実際の事業の従事分担状況に基づき割振る方法と,もっと
簡単に,職員の平均給与額と従事職員数によって算定する方法がある｡
3.M12事業別予算/分析会計システム
フランスにおいて ｢パフォーマンス予算｣は,"Budgetfonctionnel"と訳
され,1957年度予算から予算付属文書として中央政府予算に導入された (E-
dmond-Grange[1963])が,フランス語からも分かるとおり,｢機能別予算分
類｣以上のものとは理解されなかったo｢パフォーマンス予算｣論はフランス
では完全に忘れ去られているO
フランスにおけるPPBSは ｢予算選択合理化｣(Rationalisationdeschoix
budg6taires:RCB)運動の枠組みで1967年から70年代にかけて熱心に取り組
まれた (Huet&Bravo[1973])｡そこでは米国に対する競争意識が強く感じ
られる｡しかし最終的に導入されたものは各省庁の枠内での合理化にとど菖
り,各省のプログラム予算は予算付属文書 ｢予算白書｣において各プログラ
ムのコストを表示している｡フランスでは ｢プログラム予算｣論は今でも議
論されるが,その実際の適用は下火となっている｡アメリカ起源の予算改革
はフランスでは板づかず,石油危機以降影響力を与えているのほむしろフラ
ンス企業の実務の行政-の移植,すなわち ｢公経営論｣である｡その媒介と
なったのが民間のコンサルタント会社である｡しかしその前の1960年代に施
行されたM12は,やや中央集権的に ｢事業別予算｣(ないし原価計算)を自治
体に浸透させようとするものだった｡
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(1)M12とは何か?
M12(1964)は,人口1万人以上の市町村の予算 ･会計制度のことであ
る｡人口1万人以下のためのMll(1954)においては,経常 ･投資予算制
皮,ある種の発生主義による複式簿記と誘導法による貸借対照表作成が既に
導入されていたが,性質別分頬を採用していた (拙稿 [1998]参照).M12は
ある種の機能別予算分類による事業別予算 (あるいは原価計算)の実施を義
務づけるとともに,減価償却と棚卸資産会計を導入した (選択制)｡既に第2
次世界大戦直後から,Mll導入を目指した審議の枠組みで,資産会計と原価
計算の両方を意識した,性質別 ･機能別のクロス分類導入が意図されていた
が,簡略化のためMllは性質別分類 1本のみとなり,課題はM12に持ち越さ
れたのである (拙稿 [1998]参照)｡戦後のフランスを悩ませつづけたインフ
レ抑制のため,当時原価とその計算への関心が強まっており,既に1959年12
月18日デクレによって県の会計にはクラス9が開設されていたが,人口1万
人以上の市町村にもその適用が示唆されていた (Bourrel[1963]) 0 M12は
1964年においてようやく導入が決定された｡
M12事業別会計は ｢分析会計｣と位置づけられていた｡｢分析会計｣とは政
府の規制する財務会計制度 (プラン･コンクブル ･ジェネラル)との整合性
が求められる原価計算システムであり,日本で言うところの原価計算 ｢制
度｣に近い｡このプラン･コソタブル ･ジェネラルは企業会計と公会計との
調和化を通じて,厳密な国民所得会計の作成を容易にするためのシステムで
ある(2)0
(2)プラン･コンクブル･ジェネラルに関しては,野村[1990]等,フランス会計の専門
家達による体系的著作を参照せよ｡
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(2) その ｢事業別｣予算 ･原価計算システム
･機能別予算書
M12は機能 (fonction)別予算分煩を採用している.｢畿能｣は ｢経常事業
(service)｣と ｢建設事業 (programme)｣に分かれるcM12プラン･コンク
ブルにおいては,機能別分類にはクラス9(9の数字で始まる予算 ･会計勘
定項目)が利用されるoこれに対し性質別分規の場合,歳出 (費用)につい
てはクラス6,歳入 (収益)についてはクラス7が利用される｡
各機能は ｢項｣(chapitres)ないし ｢項の細目｣(sous-chapitres)の次元で
表現され,｢目｣(articles)は各機能の性質別内訳を示す｡予算書は一つの事
業に対し見開き2頁で,左京が ｢項の細目上 右京が ｢目｣による内訳を示
す｡
経常事業は,直接収入,直接支出,間接収入,間接支出,収支に分けて記
載されている｡投資事業は経常事業とは別に計算され,直接 ･間接の区別は
ない｡M12では,経常原価と投資原価がそれぞれ計算されはしても,両者を
統合した総原価については計算されていない｡投資事業は第90款 ｢自団体向
け建設事業｣,第91款 ｢他団体向け建設事業｣,第92款 ｢非建設事業｣(opera-
tionshorsprogramme)に区分され,経常事業は,第93款 ｢間接事業｣と
｢直接事業｣,それから各事業の収支を最終的に補填する第97款 ｢税務事業｣
に区分され,｢直接事業｣は第94款 ｢行政事業上 第95款 ｢社会事業上 第96款
｢経済事業｣に分かれる｡各款に10個までの ｢項｣(3桁),さらには ｢項の
細目｣(4桁以上)が開かれている｡投資部門と経常部門の各事業 (各項)の
一覧は以下のとおりである｡
･配賦基準
経常事業は直接事業と間接事業に区分される｡間接事業の各項は各直接事
業に対し配賦されねばならない (間接費)｡配賦は ｢財務事業｣ ･_｢常勤職
員｣ ･｢総動産 ･不動産｣ ･ ｢一般管理｣の順に行われる｡配賦基準につい
ては,｢財務事業｣の場合は,｢動産 .不動産J,｢市町村道J,｢生活ネ ッ ト
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(表2)機能別分類一覧
≪投資部門≫
第90款 自団体向け建設事業 第91款 他団体向け建設事業 第92款 非建設事業
900 市町村庁舎 .その他行 910 国等のための建設事業 922 非建設事業動産 .不動
政施設 911 県等のための建設事業 産取引
901 道路 912 他市町村等のための建 923 貯蔵品
902 生活ネットワ-ク 設事業 (ApproVisionnement)
903 学校 .文化施設 913 他の公施設法人,複合 925 財務取引
904 医療 .福祉施設一 取合等のための建設事 926 投資部門資金補填
905 交通 .通信 莱
906 交通以外の公益事業 914 他の個人,企業,非営
907 農業施設 利団体のための建設事
第93款 間接事業 第95款 社会事業 (直接事業)
930 財務事業 950 別会計社会事業
931 常勤職員 951 同-会計社会事業
932 総動産 .不動産 953 保健 .衛生事業 (選択)
934 一般管理6 市町村道7 生活ネットワーク 955 社会扶助
第94款 行政事業 (直接事業) 第96款 経済事業 (直接事業)
940 市民関係 961 -般経済政策
941 司法 962 農業政策
942 公安 .警察 963 商工政策
943 教育 964 社会 .経済政策
944 学校社会活動 965 (収益性)公有資産
945 スポーツ.芸術 966 別会計公益事業
967 同一会計公益事業
ワーク｣の間に,データがある場合には建物,資材,道路の会計上の価値に
応じて,ない場合は,それぞれの直接支出に応じて行われる｡｢常勤職員｣の
配賦は各事業の各等級の給与総額に応じて行われる｡｢動産 ･不動産｣はこ
れらを利用している各事業の利用面積に応じて行われ,｢一般管理｣は各事
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業の勤務中行政官数に応じて配賦される｡
投資事業に関しては直接事業,間接事業の区別はなく,性質別の支出と収
入が計上される｡
ともあれ,M12の配賦方法において,企業の原価計算の観点から見てもっ
とも奇妙な点は,原価全体ではなく,支出から収入を控除した純額が配賦さ
れていく点にあると思われるC
･減価償却 ･棚卸資産会計
経常 ･投資部門を統合した総原価を算出するため,あるいは期間成果を確
定させるためには,減価償却や棚卸資産会計の整備が必要である｡これらは
Mllでは存在せず,M12になって初めて選択可能となったものであるoM12
の場合,投資原価が経常原価に統合されず,財務会計とは独立に真の原価を
示すわけではないため,この問題が表面化しないのである｡管理会計が一般
会計に対して相対的に独立した方法で運営される場合,第90勘定を ｢照合勘
定｣として用いて両者を対応させることになっている (プラン ･コソタブ
ル ･ジェネラル)が,M12の場合分析会計は,あくまで一般会計の枠内で行
われるよう設計されている｡しかしこれらの規定は,自治体が独自に正確な
原価計算に取り瀞.もうとする場合には,有効な手がかりとなるO
-減価償却
M12においては,単に資産価値を合理的に減らしていくだけの会計的償却
の場合と,資産を更新するための資金を経常収支余剰から積み立てる予算的
償却の場合がある｡前者は会計上に現れるのみで予算書上には現れてこない
が,後者は両方に記載される｡これらについては既に小関 [1989]等で言及
されており,著者もMllに関しては言及した (拙稿 [1998])｡しかしこれら
はあくまで財務会計上の取り扱いについて述べたものである｡分析会計 (辛
業別予算)上の取 り扱いは次のようになっている｡
事業別予算書上には現れてこない会計的償却の場合,減価償却は,第932
項 ｢総動産 ･木動産｣,第936項 ｢市町村道｣,第937項 ｢生活ネットワーク｣
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に間接支出として賦課される,第930項 ｢財務事業｣における財務費用の割当
分の中に隠された形となっている｡
これに対し,予算的償却の場合は明確で,第218日 ｢動産･不動産減価償却
累計額｣の細分 (建築,道路,資材,乗用車等)に減価償却が収入として計
上されると同時に第922項 ｢動産 ･不動産非建設事業｣にも計上され,同額が
支出として第682日 ｢固定資産減価償却累計額勘定繰入金｣の形で計上され
ると同時に第932項 ｢総動産 ･不動産｣,第936項 ｢市町村道上 第937項 ｢生活
ネットワーク｣にも計上される｡
一棚卸資産会計
｢棚卸資産の存在に関しては,一般会計はこれを無視することもできる｡
なぜならそれを設けてもなんらの成果も表わさないからである｡これに対し
て,費用と収益を当期に正確に対応させようとするならば,管理会計の場合
は棚卸資産を無視するわけにはいかない｡｣(Dupuis[1991])
棚卸資産会計のクラス3はM12において初めて開設されたものである (逮
択制)｡棚卸資産会計の選択は,財務会計と管理会計をそれぞれ厳密なもの
とし,物品管理と財務管理を結び付けるのに有益である｡M12棚卸資産会計
について小閑誠三は次のように説明している｡｢企業会計では,購入時に勘
定60くく消耗品))に記入され,期末に残高が棚卸資産勘定の借方に振替えら
れる｡ここでは,購入時に直接に棚卸資産勘定に記入し,当期経常成果を算
定するために,また国民経済計算によって利用される項目に応じて消費の分
頬を行うことができるように,消費にあたってはじめてその消費高を勘定60
の借方に記入し,性質別費用勘定に棚卸資産の消費を反映させる｡｣(小関
[1989])
ここで管理会計的側面について補足しておくならば,棚卸資産の購入はク
ラス3の借方と仕入業者勘定 (クラス4の対人勘定)の貸方に計上されると
同時に,第923項 ｢貯蔵品｣(Approvisionnement)においても計上されるo棚
卸資産の消費はクラス3の貸方と60勘定の目の借方に計上されるが,クラス
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9の借方,例えば第932項 ｢総動産 ･不動産｣の借方にも計上される｡
棚卸資産会計が導入されるということは,財務会計,分析会計 (事業別予
寡)のほかに,三つ目の帳票魁識が登場することを意味する｡すなわち工業
簿記における ｢材料費会計｣と同様の帳票組識が必要となる｡M12において
は,入庫票,出庫表,棚札や,棚卸資産の元帳,そして仕入帳や出庫仕訳帳
の類が提案されているO棚卸資産会計が行われている場合も,フランスの命
令機関/出納機関分離の原則は適用され続けるので,棚卸資産に関して支払
命令書が発行され,出納機関に送付される｡棚卸資産会計の概略蓑である
｢棚卸資産試算表｣(Balancedestocks)も,3ヶ月に 1回,ないし選択に
よって毎月,命令機関から出納散開に送付されねばならないというのが,棚
卸資産会計が選択された場合の規定である(3)｡
(3) M12における ｢事業｣概念の問題
M12を事業別予算と呼んでよいだろうか?M12は多くの ｢事業別予算｣と
呼ばれるものと同様パフォーマンス指標を欠いているが,コスト分析はかな
り厳密であり,｢トー タル ･コス ト予算｣段階の事業別予算といってよいか
もしれない｡
問題は ｢事業｣という単位にある｡ここでは "service'を ｢事業｣と訳し
た｡しかしフランスでは,企業にしろ行政魁織にしろ,範織の構造は部/慕
(directions)一課/係 (services)となっている｡実際,Thai-Van-Hien
[1986]は,M12における "service"は,部局 (servicesorganiques)をさす
のか,市民に提供されるサービス (servicesrendusalapopulation)をさす
のか,不明だと述べている｡魁織は範織が提供するサービスごとに編成され
るのが自然であり,ここにおいて観織別予算分類と目的別予算分類が-致す
(3)フランス公会計における命令機関,出納擁閑の区別については拙稿 [1998]を参照｡
これは日本にもある制度である｡
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るのは不思議ではない｡しかし,M12の予算分類が正確に自治体の部局編成
と合致しているかどうかは,自治体ごとに異なる｡そのためこの問題につい
てはっきりした結論を導き出すことはできないのである｡
同時に ｢事業｣の規模が問題となる. トゥ-ルーズ市近郊ブラニャック
(Blagnac)市予算 (Thai-Van-Hienのケース ･スタディの対象)の経常事業
において,項の数は12,項の細目は44にのぼる｡しかし,日本の事業別予算
では,人口2万人～5万人の自治体では,少ないもので100前後,多いところ
では1,000を超えるという(斎藤 [1995])｡トー タル ･コスト把握の厳密さか
ら,とりあえず本稿ではM12を事業別予算の一つとみなすが,その単位は政
府生産物の単位コストを明らかにするためには問題があるQ
(4)M12批判
M12に関して最もよく批判されるのが,以下の点である｡
･間接事業の位置づけ
｢市町村道｣諸事業と ｢生活ネットワーク｣諸事業が,間接事業に入れら
れている｡
･問題の多い配賦基準
① ｢財務事業｣の配賦
経常部門から投資部門-の繰入が入っており,また ｢財務事業｣の純費用
(充当収入を控除した原価)は ｢総動産 ･不動産上｢市町村道上 ｢生活ネッ
トワーク｣の間に,｢各項に計上されている直接支出に比例して｣配賦するよ
う規定されているOここでは例えば次のような問題が生じる｡フランスで
は,水道事業は自治体が建設するが,その運営は民間の大企業 (｢ジェネラ
ル ･デ ･ゾー｣や ｢リヨネ-ズ ･デ ･ゾ-｣)に業務委託されているので,経
常直接支出はゼロとなる｡しかし,明らかに下水処理場,肝水槽,水道管等
の建設のために自治体が支払 う利子は膨大なものである｡ このため,
ThaトVan-Hien[1986]は,各事業施設建設のための利子を予算付属文書の
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債務表から割り出し,これに比例して財務事業の総費用を配賦するように訂
正している｡
(診 ｢一般管理｣
各事業において勤務中の,予算に計上されている公務員数に比例して配賦
するよう規定している｡しかしこの場合報酬が支払われない場合は認識され
ないので,例えば国によって報酬が保証されている小中学校などには,一般
管理部門は影響を与えないことになる｡このため,Thai-Van-ロien[1984]は
それぞれの事業の直接支出に応じて配賦するように訂正している｡
･原価の経常性の問題
原価は,正常な,経常的な業務遂行 (exploitationnormaleetcourante)に
よって引き起こされた支出の全てを計上すべきものとされる｡すなわち原価
計算は財務会計データを修正して算出されねばならない｡この際,原価の正
常性,経常性に反する算入不能差異 (中性費用)を控除し,さらに財務会計
データにない付加要素 (付加原価)を追加算入しなければならない｡M12会
計は,多くの点でこの概念からずれている (Bouinot[1977])a
①算入不能差異 (中性費用)
一つは経常部門から投資部門-の繰入であるoまた,財務事業で計上され
る支払利子も,経常費用ではなく財務費用であり,その算入が疑問視され
る｡さらに,財務事業において財務支出から財務収入が控除された後,配賦
されるが,財務収入は自治体の銀行機能から生じるという点で,財務支出と
は性格が違うものである｡
②付加要素 (付加原価)
賃借施設の経費は計上されるが,所有施設のみなし賃料は,それが特別に
計算されない限り計上されないC
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(5)M12修正の試み-経常原価と投資原価の統合
･Thai-Van-Hlenによる経常原価+投資原価の統合
M12においては,経常原価と投資原価が別々に計算されているという問題
がある｡特に投資原価が問題となる｡両原価の統合のためには,減価償却を
算定する必要が生じる｡M12では減価償却が選択可能である点が大きな特徴
となっている｡しかし実際に選択されることは多 くなく,行われたとして
ち,自治体当局による慈意性が高いとして,Thai-Van-Hien[1986]は信を置
いていない｡そこで彼は債務の償還元本によって償却を測る ｢財務的償却｣
を選択しているOただこの場合,投資的経費は全てが起債によって調達され
たものではなく,かなり慈意的な手続という印象を受ける｡これに対し,彼
は,コストの総額を見る ｢国民全体が負担する原価｣の他に,当該事業が自
ら調達できる収入を控除した ｢決算上の原価上 あるいはさらに一般交件金
をも控除した ｢市町村が負担する原価｣という3種類の原価を設定してお
り,後 2者の場合投資原価の過小評価はほとんど生じないという点を強調し
ているC彼は,既に述べた配賦基準の問題点を訂正した上で,この方法で経
常原価と投資原価の統合を企てているO
･JeanBouinotによる施設別原価計算
Bouinot[1977]の提案する施設別原価計算は,公共施設をコストセンター
とすることを通じて,経常原価と投資原価を統合しようとするものである｡
彼はまず ｢施設の経常原価｣の概念から始める｡この原価は直接費たる運営
費- ｢維持原価｣と人件費を主とする ｢動機付け原価｣,さらに ｢行政原価｣
に区分され,最後の ｢行政原価｣には施設管理のための直接費とともに一般
管理の間接費配賦分が計上される｡さらに施設が提供するサービスの単位を
測定することにより ｢サービスの全部原価｣が計算され得ると考えており,
この段階で減価償却や財務費用が阻み入れられる｡さらに ｢機能別総原価｣
を計算するためには,｢施設原価｣とともに ｢施設を利用しないサービスの原
価｣を統合し,さらに ｢移転収入 ･支出｣をも計算に入れなければならな
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い｡
･施設別原価計算から全部原価計算へ-自治体独自の取り組みへの移行
JeanBouinotが提案しているような施設別原価計算は,実際にオルレアソ
(Orleans)市における実験を皮切 りに80年代初頭にいくつかの市町村に導入
された｡オルレアソ市での分析会計の開発には大蔵省も関与した｡しかしこ
の方式はそれほど普及しなかった｡まず,Bouinotの考えていたものとは異
なり,現実にはサービスごとの単位原価を提供できなかった｡さらに,時機
尚早であったことと手続の煩雑さ,そして職員の成果や責任を問うような数
量的情報を提供しなかった点が問題点としてあげられている｡
これに代わって,80年代後半の,第2の分析会計の波をリードしたのが,
アンジェ (Angers)市である｡これは,企業によって用いられている方法を
ほとんど取 りいれたものである｡部門別原価計算と内部取引価格を通じた,
サービスごとの全部原価計算を可能にするシステムである｡その煩雑な手続
は必ずしも他の市町村に適用することが推薦できるものではないといわれる
が,少なくともこの市の分析会計は成功裏に運用されていると評価されてい
る｡同市ではその他の経営ツールも並行して発展しているが,この原価計算
システムがすべての経営ツールの ｢脊椎｣として機能しているのである｡
以上のような経緯から少なくとも言えるのは,もはや官製の原価計算シス
テムM12をそのまま実施する時代ではなくなり,現在では各自治体独自の取
り観みが相互に競争する時代となっていることであるoその詳細については
次節で検討を行う｡
(6)M14における変更部分
1997年度から施行された新しい市町村予算 ･会計制度がM14である｡M14
改革審議の際,予算分類に関しても議論が行われ,会計士達は財務分析に便
利な性質別予算-の一本化を主張し,政治家や行政関係者は政治的選択の基
礎資料としての機能別予算の重要性を強調した｡結局は両者を選択可能とす
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ることで決着が図られた｡すなわち,人口1万人以上の市町村は議決対象と
して,性質別予算と機能別予算のどちらかを選択できる｡しかしどちらを選
択しても,性質別予算ならば機能別予算編成,機能別予算ならば性質別予算
編成の表示を義務づけられるOなお,それまで性質別予算のみが義務づけら
れていた人口3500人から1万人までの市町村についても,機能別予算分類の
表示が義務づけられることとなった(4)0
なお,M14は,一部を除き減価償却 (予算的償却)を,引当金とともに義
務化した｡この点も,今後,自治体原価計算に影響を与えると思われる｡
4.フランス公経営論 と ｢公的範織 のマネジメン ト･コン ト
ロール論｣の台頭
(1) フランス公経営論の台頭
･フランス公経営論とは?
著者がここで ｢フランス公経営論｣(Gestionpublique/Management
public)と呼んでいるのほ,最近アングロサクソン諸国で ｢新行政管理論｣
(NewPublicManagement)と呼ばれているもののフランス版であるが,若
干体質が異なる｡日本では ｢新行政管理論｣｢新しい行政学｣と訳され,行政
学の中の新しいアプローチとして認識するような訳を付けている｡フランス
では ｢公経営論｣の講座は多くの場合経済学部に置かれている｡そこに主と
して関与しているのは公共経済学者,経営 ･会計学者,実務家である｡｢公経
営論｣は石油危機以降の経済危機,70年代前半までのPPBSの取り魁みの挫
折 (Hussenot[1983])などを背景に誕生し,1982年の地方分権化をきっかけ
に各自治体において盛んに推進されてきた｡
(4)予算分類を除くM14の全体の内容については,著者が ｢佐賀大学経済論集｣上で,詳
細を報告する予定であるoこれは拙稿 [1998]の続編をなすC
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･公経営論の三つのアプローチ
フランス公経営論には,会計学 ･経営学,公共経済学,行政学の,三つの
接近方法がある｡
(彰会計学 ･経営学的接近 :Bouinot[1977],Demeestさre&Viens[1980],
Gibert[1980]を古典 とす る｡最近では DeKerviler[1991],Dupuis
[1991],Klopfer[1993]などが出ているOこれらの名前は様々な場所で散見
され,例えば彼らは財政学の雑誌 (Revuefrancaisedefinancespubliques)
にも積極的に寄稿している｡
②公共経済学者の公経営論 :例えばフランス語圏スイスの公共経済学者
BernardDafflonは,公経営論を公共経済学の ｢応用｣としてとらえている
(Dafflon[1994])｡フランスでは,地方財政論に不確実性や リスクを持ち込
もうとするAlainGuengantが,｢公共団体の財務分析｣の積極的提唱者であ
る (Guengant[1995])0
③この他,フランスの行政学者達も,｢公共政策論｣の枠鼠みで公経営問題に
関与している (後述)0
(2) ｢公的組織のマネジメン ト･コン トロール論｣の意義と限界
･フランスのマネジメン ト･コン トロール論の特徴
予算の観点から公経営論を整理すると,決算を基礎とする ｢財務分析｣
と,予算過程を重視する ｢マネジメント･コントロール論｣に区分できる｡
前者は,財務会計に比率分析,計量分析を結び付けたものをさしている｡後
者は,原価計算,予算,タブロー ･ドゥ･ボール (tableauxdebord)を主た
るツールとして魁識管理一般を論ずる枠組みである｡基本的には,原価計算
システムを基礎に予算制度が魁み立てられており,さらに目標達成度を測る
ための諸パフォーマンス指標,これらを簡潔に整理 したタブロー ･ドゥ･
ボールから成ると考えればよいだろう｡
･タブロー ･ドゥ･ボールについて
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タブロー･ドゥ･ボールとは,｢バランス ･スコア ･カード｣(パフォーマ
ンス ･スコア･カードともいわれる)の起源ともいわれるフランス企業特有
のツールであり,特に決まった形を持たない経営管理目的のモニタリング･
システムである｡戦略を姐識全体に浸透させるためのブレイク･ダウンの道
具であって,様々な物理的指標を用いた目標との差異分析によって,会計数
値だけでは可能でないような管理を可能とするものである｡｢公経営論｣の
枠阻みにおいて行政にも積極的に導入されている｡このツールの財政面での
特徴は,予算執行統制を,単にヴァウチャー監査に棋似した手続きではな
く,目標との差異による管理によって可能とすることであるo
事業別予算論は様々なパフォーマンス指標の設定を求めるものだが,｢タ
ブロー･ドゥ･ボール｣はまさにパフォーマンス指標を見やすい形に整理し
て管理に役立てるものに相当すると考えてよいだろう｡
･マネジメント･コントロール論の限界と政策評価 (業務監査)
フランスの行政学者達は,一般にいわれている ｢公経営論｣は,公的組織
の経営管理に関わるもので,それだけでは不十分であり,｢公共政策の経営
管理｣を独自に検討対象とする必要があると主張する(5)｡行政学者の ｢公共
政策論｣(例えば M6ny&Thoenig[1989])は,公共政策の企画,実施,評
価の三段階において生じる問題を検討するものであるが,日本で言うところ
の ｢政策評価｣に関わる,最後の ｢公共政策評価｣に最大の力点を置いてい
る｡実際彼らは現実の政策評価を引き受けてもいる｡また,会計 ･経営学者
の一部もこの説をとり,｢公的阻織の経営管理｣と ｢公共政策の経営管理｣を
二つに分けて論じ,両者の関連を論じようとしている(6) (patrickGibertな
ど｡彼は大学の会計学老であると同時に民間のコンサルタントでもある)a
実際,マネジメント コントロールと政策評価はフランスでは現実に行われ
(5)行政学者による公経営論がないわけではない｡そこには ｢政策評価｣も含まれてい
るoAuby[1996]参照0
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ているものであるが,前者は経常的に,後者はアド･ホックに行われること
が多いという｡後者はかなり大掛かりで厳密な分析であり,いわゆる ｢事業
評価｣ではない(7)0
上記の行政学者/経営学者の議論はよく ｢2つの生産関数｣論として論じ
られるoすなわち,手段-①-アウトプット (r6alisations)-②-アウトカ
ム (impactes)という考え方である｡政府の ｢目的｣は政府の生産物であ
り,政府の ｢目標｣は政府の生産物がもたらす社会経済的効果であるO両者
を区別すべきだということが,｢公共政策評価論｣を ｢マネジメント･コント
ロール論｣とは別の学問として発展させてきた理由である｡
なお,この ｢公共政策評価｣は,公認会計士達によって,自治体に対する
｢業務監査｣の一領域としても認識され始めている｡フランスの公認会計士
は,自治体の会計監査や,選挙運動の監査などで自治体-の関与を強めてい
るが,同時にコンサルタント機能を持ち自治体行政一般に入り込んでいる｡
フランスの会計士団体が,監査,コソサルタンTlとともに,もう-つの柱と
して育てようとしている領域が,この ｢アウトカム｣のコントロール,｢政策
評価｣である｡ここではいわゆる ｢3E監査｣や ｢VFM監査｣などが語られ
ており,公共政策評価は ｢業務監査｣の側面も持つことが分かる｡
･マネジメン ト･コントロールと政策評価における会計的手法の限界 :代替
的ではなく補完的意味での社会学的分析の必要性
(6)Santo&Verrier[1997]は,公的組識管理と公共政策管理の間に,｢アクティヴィ
ティ｣概念を持ち込むことによって,組識と政策の効果との間の連関を強化しようとし
ている｡この場合アクティヴィティは間接費ではなく主として直接費のために活用す
ることをねらいとしているといえるだろう｡
(7)事業評価に似た手続は,フランスのマネジメント･コントロールにおいても,タブ
ロー ･ドゥ･ボール等によって,目標との差異分析という形で行われているといえる
が,この場合,アウトプットの測定にとどまっているきらいがある｡住民の満足度をア
ンケート等で経常的に調査しようとする姿勢はあるが,｢アウトカム｣ではなく,｢サー
ビスの質｣の改善という観点から議論されている｡
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会計学的 ･経済学的分析は,マネジメント･コントロールと公共政策評価
論において必須のものである｡しかし政策評価においても,政策の効果を評
価することと,その効果に至った経路を評価することとは別である｡計量的
に把鐘が可能な ｢効果の評価｣は目標との差異を明確化するが,その差異を
分析して将来の政策に生かす ｢プロセスの評価｣には社会学的分析が必要だ
といわれているO後者の評価には一定の仮説が必要であって,人々がなぜそ
のように行動したのかを記述することが重要だからである｡もっともこの種
の社会学的分析は効果の数値評価が行われてこそ意味を持つものである (G-
ibert[1988])0
もう一つ社会学的分析が必要なのは,自治体-のマネジメント･コント
ロール導入過程自体が一つの ｢公共政策｣であって,その分析には社会学的
分析が必要だからである｡実際,PatrickGibertは,自治体におけるマネジメ
ント･コントロール導入がなかなか実質的効果を上げることができないの
は,高度な技術に職員がついていけないのではなく,それどころかかなり高
度なものに対しても積極的な姿勢が見られるという｡そうではなくて,むし
ろ様々な意味での魁誠の抵抗が問題である｡これは会計の問題ではなく,社
会学的分析を必要とする (Gibert[1995])｡
5.自治体原価計算の普及と進歩一責任センター予算から
ABC/ABM まで
(1)M12から独立した原価計算システムの普及
公経営の普及に伴い,マネジメント･コントロールの基礎を成す原価計算
システムも普及してきている｡分析会計システムには既にM12があるが,M
12は多くの問題をはらんでおり,これをそのまま用いる自治体も,修正して
用いる自治体もあるが,近年は独自の分析会計システムを設定する自治体が
増えている｡｢このことから,若干の大都市は,各施設に焦点を当てた原価計
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算システムや,特定の活動センター内部の原価計算システム,特に,それぞ
れの他事業のために行った工事を価値評価するための直営建設部門 (ateliers
municipaux)内部における原価計算システムの実施に,向かっていった｡｣
(Thai一Van-Hien[1986])
それだけではない｡自治体は定められた予算の様式は守りながら,それと
は全く別に並行して,自分たちのための予算を編成しようとさえしている｡
｢このため,公的阻織において採用されている予算表示は会計勘定表と会計
規則の形式を尊重するものである一方で,魁織の内部管理の必要性により答
えるような予算表示が,並行して,あるいは従来型予算を補完する形で,め
るいはもう一つの予算という形で,発展してきている｡｣(Dupuis[1991])
以上の観点から,J6r6meDupuisは公的魁誠において導入可能な分析会計
を3種類に分けて論じている｡
①責任センタ一別会計 ･予算 :責任会計を強調したもので,魁織別の費用と
収益の分析である｡責任センターは,下位区分の部局に一定の自治権を与
え,裁量の範囲内で,一定の目標を達成するべく,上位の部局との間に契約
を結ぶことを意味する｡したがって現代的な意味での観織の分権化 (ェンパ
ワーメソト)と,責任の範囲の明確化を前提とし,責任者自らの自由にでき
ない収支を当該部局に帰着させるのは問題となる｡この点から間接費の配賦
は制限される｡なお予算に関してはプログラム予算も検討されているが,責
任センター予算との間の調整が難しいというのが彼の意見である｡
②部分原価計算 :ここでは固定費と変動費の区分が重要になるOこの段階で
は,明らかに供給量の変化に伴う単位あたり原価の変動を見,また各部門の
貢献利益を見るのであるから,公共部門であるといえども,この方法を導入
する場合には収益性を意識している｡
③全部原価計算 :ここでは直接費と間接費の区分が重要になるO原価計算で
はまず部門別に原価を統合し,これを製品別に帰着させていく｡政府では,
責任センター,具体的にはもっとも細かい単位の部局に原価を統合し,そこ
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から公共サービスの種類ごとに原価を再帰著させていく.この際,部局には
市民に対して直接サービスを行う部局と,行政内部のある部局に対してサー
ビスを行う部局がある｡後者の原価は間接費となり,前者の原価である直接
費に対して,配賦していかねばならない｡また,全部原価が活動水準に応じ
て変化するという弊害を避けるため,合理的配賦法が導入される場合もあ
るo
Jgr6meDupuisは,原価計算を公的阻識に導入する際の問題点として,た
とえ部門別原価計算に成功したとしても,必ずしも,｢製品別｣原価計算に成
功するとは限らない点を指摘している｡この場合,生産物対原価による効率
性評価ができなくなる｡このため,役は以下のような提案をしている｡
一部門別阻織を段階的に廃止し,公共サービス別の区分を優先すること
-限られた数の物理的指標を導入し,業績評価と予算執行統制を有効なもの
にすること
一複雑な配賦を廃止すること
一原価を公共サービス単位に帰着させるため,各部門の作業単位を定義する
こと
このように修正された全部原価計算は,Demeestさreがアンジェ市を例に
紹介している ｢最終事業単位別全部原価計算｣に近いものと思われるa
(2)ABC/ABMの取り組み
以上のような自治体管理会計の取 り組みから更に一歩進んで,自治体に
ABCを導入しようとする議論もある｡
Demeestさre[1995]は,自治体原価統制の進展を3段階,ないし4段階に
分けて論じている｡
①責任センタ一別予算会計 :前節で既述したものと同様
②最終事業単位別全部原価計算
次の段階は部局別責任会計予算よりもっと細かい単位をとる｡この単位
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は,部局をさらに細かくしていくのではなく,自治体がどんなサービスを提
供しているかという基準から考える｡だからこれはより ｢事業別予算｣に近
いものである｡また,ここでは全部原価が問題となるので,全ての間接費は
市民に対する直接サービスの単位に計上され,例えば総務課や人事課の経費
は完全に配賦されてしまい,｢一般管理｣なる事業は存在 しないと考える｡
Ren昌Demeest占reが引いている例によれば,アンジェ (Angers)市は650の
最終事業単位 (segmentsd'activtさ)を持っている｡この数は,日本の事業別
予算の事業数と比べても,十分な数だといえる｡
-500の施設 (託児所,リクリエーション･センター,プール,学校等)
-100のサービス (戸籍事務,道路維持,家庭ゴミ収集等)
-50のイベント (スポ-ツ大会,サロン等)
全ての情報が計上されているため,経営方法の変化に伴うシミュレーショ
ンの実施,改善目標の設定などが容易になるoLかし,そもそも全部原価の
配賦方法に慈意性が高く,配賦方法を変えるだけで各事業別の会計成果が大
きく異なってしまうという問題点は残る｡
(診ABC(Activity-BasedCosting)分析 (Analysedescoatsparactivit6S)
観織のもっとも細かい単位において,行われている仕事を徹底的に細かく
洗い出し,それぞれの仕事に関して原価と作業単位を測定することで,厳密
な間接費の配賦,さらに直接費の賦課の精赦化までを行おうとするのが
ABC分析である｡民間企業でも間接費配賦の慈意性は問題となってお り,
これを克服するために最近導入され始めているのがこの手続である(8)｡フラ
ンスの公経営論者は ABC分析の公共部門-の導入を積極的に提案 してい
る｡例えば,物品購入,備品に関連する部局は以下のアクティヴィティを持
ちうる｡
-物品のテス トとカタログ検討
(8)フランスの民間企業におけるABC/ABM の発展については,大下 [1996]を参照｡
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-注文の発注と引渡の受入
一倉庫-の物品の供給
-需要者に対する引渡を伴う物品の供給
これらアクティブィティは,それぞれが原価と作業単位を持つ｡以下の作
業単位が考えられる｡
-カタログ検討された新規物品の数
-発注した注文の件数
一管理されている物品の数
一引渡を伴わない消耗品の積み出し数
一引渡を伴う消耗品の積み出し数
以上のアクティヴィティを用いて,事業別全部原価計算の成果勘定を書き
換えることが次の課題である｡全てについてアクティヴィティを用いるのは
難しいので,これでカバーできない部分については従来型の配賦基準を用い
ることが予定される｡
④ ABM (Activity-BasedManagement/GestionparactivitさS)
アクティブィティ概念をベースとした経営を ABM といい,Demeestさre
は自治体へのABM導入を提案している｡作業単位×アクティヴィティ原価
が原価を発生させるので,無駄なアクティヴィティを細かいところから徹底
的に洗い出し,原価の発生要因 (コスト･ドライバー)をしらみつぶしにつ
ぶしていく作業が,自治体リエンジニアリングのために期待されるわけであ
る｡このような一見膨大な作業が民間企業で容易に遂行可能になったのは,
今日の情報機器の発展が背景にある｡
その分析は提供されるサービスと,その提供方法について行われる｡前者
に関しては ｢サービス量削減の可能性 (例えば複数の引渡を一つにまとめ
る)｡提供されるサービスの単純化 (例えば調査によって,少ない金額の諸要
素の整理縮小に向かう)｡さらにはそれらサービスの廃止 (例えばいくつか
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の統計はもはや提供しない)｡｣などの検討を行い,後者に関しては,｢ある時
期に過剰な労働負担がある一方で,その他の時期には暇だという事態を避け
るため,労働負担の均一化を図ることができるか?特に分析は冗費,すなわ
ち価値を生まず,適切な活動を通じてその削減が努力されるべき原価の認識
に努力する (例えば,質が足 りなくてやり直さざるを得ないような作業｡欠
勤｡資材の故障｡移動時間)｡｣などについて言及される｡
これらの検討の後,業務 ｢改善｣計画が作成され,その実施の経過が追跡
される.例えば ｢自動ゴミ収集車が巡回する経路を変更し,移動kn/作業kn
の比率｣を測定したり,故障予防のためにメンテナンス改善を行い,｢故障
率｣を測定することなどである (Demeestare[1995]).
6.いかなる予算形式を選択すべきか ?:各ツールの意義と
限界
以上諸外国との比較を意識しつつ,フランスの事業別予算/原価計算制度
の状況を,M12から最近の ｢公的組織のマネジメント･コントロール論｣の
枠観みにいたるまで概観してきた｡ここではこの中のどのツールを選択すべ
きかについて,整理を行う｡
(1) 事業別予算と ｢公的組識のマネジメント･コントロール｣との対比
フランスの ｢公的魁識のマネジメント･コントロール｣論は,日本や英米
の ｢事業別予算論｣と比べ,計画やマーケティング,事業評価とのつながり
が弱く,後者の方が,体系性がある｡計画は財務分析との関連においてのみ
議論され,予算につながる事業別計画とはなっていない｡公経営論の中に
ち,労務管理論やマーケティング論,公共政策評価論はあるが,これらとマ
ネジメント･コントロール論との関連が明確ではない｡これに対し事業別予
算論は行政需要の測定という形でマーケティング論を阻み込んだ形となって
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いる｡
他方で会計学起源のフランスの議論は,原価計算が厳密であり,事業別予
算論はこの点かなり酸味である｡｢事業別予算論｣は ｢マネジメント･コント
ロール論｣に学ぶことで,(配賦基準等)厳格な基準を示し,コンセンサス形
成に寄与できるものと思われるOまた,行政特有のツ-ルではなく,民間企
業とも共通するツールを用いるため,行政技術の密室性を打破できる点も事
業別予算と比べたメ1)ッT.の一つである.
もう一つ,事業別予算論は,目標とするパフォーマンスをもつが,目標原
価をほとんど意識していない｡むしろ作業量あたりのパフォーマンス,すな
わち ｢生産性｣の方に意識がある｡フランスでは経済的困難と,地方分権化
に伴う税率や起債の自由化の下で,住民を意識したコスト引き下げ圧力が強
まっているようである｡
ここではどちらを選択するべきか,といった問題でないことは明らかであ
る｡諸外国におけるベスト･プラクティスをかき集め,あるべき自治体事業
別予算/マネジメント･コントロール像を構築することこそが課題である｡
(2) どのような事業別予算 ･原価計算制度を選択すればよいか?
その上でフランスのマネジメント･コントロール論は, トー タル ･コスト
分析の次元において,様々な目的に応じた様々な形態がありうることを示し
ている｡
まず第1に,配賦を行うか行わないかという問題がある｡全体としてどこ
の原価をどのように引き下げればよいかという情報は,全部原価計算でなく
ては入手困難である｡しかし,配賦を行うと,各責任センターにとってコン
トロール可能でないコストまで配賦することになるが,これは責任センター
の本質に反するし,目標原価達成のための適切な指標とも言えない｡非配賦
事業別会計は,目標原価を予算として各責任者に下ろしていく場合に適切な
枠魁みであり,同時にここでの事業は部局を最大限細かくした責任センター
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と一致すべきものであるO
第2に,配賦を行う場合,直接原価計算は収益性のある直営,ないし別会
計事業 (あるいは直営か民間委託かの選択)について利用されるだろう｡そ
れ以外は全部原価計算が適用されるべきであり,実際,全体としてどこの原
価をどのように引き下げればよいかという情報は,全部原価計算でなくては
入手困難である｡この場合は各部門の責任者にとってよりも,トップが無駄
を見つけ出すために適したツールとなるo トップが見つけ出した削減可能な
コストは,予算の枠組みで各責任者にとっての目標原価として下ろしていけ
ばよいO
ここでの問題は,部局を細かくした事業では,政府生産物の測定が可能で
あるとは限らず,単位ごとの原価が導出困難となることである｡この問題を
克服するためにはもちろん,部局や責任センター自体を公共サービスの種類
に応じた分類に阻織替えしたり,部局原価計算とは別にサービスごとの原価
計算を作っていくなど,いくつか方法はあるoLかしいずれにしても,この
場合責任会計システムとしては唆昧となる｡
このことは,既に述べた2つの生産関数論において,アウトプットとアウ
トカムのほかに,もう一つ ｢魁識｣という要因を考慮することの必要性を示
唆しているOアウトカムのコソTlロールと,アウ下プッTlのコントロールが
同じでないだけでなく,アウトプットのコントロールと,阻論のコントロー
ルも一致するとは限らないのである｡それゆえ,2つの生産関数というより
は ｢3つの生産関数｣とでも考えた方がよいかもしれない｡
さらに,これらの問題が全部解決されたとしても,全部原価計算において
ほ,間接費の配賦をめぐる悉意性という問題だけはどうしても残ってしま
う｡
全部原価計算の配賦基準の唆昧さを克服したい場合,ABCの導入も考え
られる｡その事務負担量はかなりのものであるが,事業別予算でも ｢タス
ク｣による業務量の分解が行われており,事務的負担としてはこれと大きな
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違いはないように思われる｡同時に ABCは,部局を介さないにも関わら
ず,諸個人のアクティヴィティが特定化されており,責任会計としての機能
を損なうことがないのも利点である｡
さらにこれらに対して,様々な諸指標から ｢タブロー ･ドゥ･ボール｣が
つくられ,会計数値以外の各責任者の業績が測られ,目標との差異が分析さ
れ,修正行動がとられる｡その指標は単なるアウトプットのみにとどまら
ず,アウトカムにまで至るべきであるが,フランスのマネジメント コント
ロールの現状においては,アウトプットとアウトカムの区別がまだ明確でな
い場合も多いようである｡
いずれにしても,それぞれの手法が選ばれた場合,その予算 ･会計は何を
目的とし,何が出来,何ができないのかを意識して,選択されるべきものな
のであるo原理上期待できない目的を当該手法に期待する場合,その改革は
失敗する (Gibert[1995])｡
(3) ひとつの選択肢としての分析会計～変化のマネジメント
選択すべき自治体管理会計制度の中で,M12のような ｢分析会計｣制度
(すなわち,各自治体独自のものではなく,画一的な事業別予算 ･原価計算
システムを上から強制すること)には言及しなかった｡しかし,｢変化のマネ
ジメント｣の観点から言えば,マネジメント･コントロールを内部会計とし
てよりも,むしろ外部会計としてとりあえずは導入してみるのもひとつの方
法である｡というのは,M12は,多くの問題を抱えていたが,それでもこれ
を自治体に強制したことが,その後の自治体管理会計の,独自の発展の基礎
となった可能性があるからである｡地方分権化より前に制度化されたM12の
フレームワークは,特定補助金等,各事業の特定資金調達源を明示化するも
のであって,最近の日本の財務会計システム化に伴う事業別予算の普及と動
機を同じくしている｡まして日本の地方交付税の場合,ある意味で自治体の
各事業の ｢原価｣を基礎に財政需要を計算するのであるから,統計資料の確
-64-
フランス自治体予算循環の技術革新 1007
保として意味がないわけではあるまい｡例えば自治省があるパイロット自治
体を用いて実現可能な目標原価を研究し,そのための方法も各自治体に指示
して,基準財政需要を削減していき,行政改革を中央集権的に進めていくこ
ともできるだろう｡
しかし著者はあまりこの方向性は薦めない｡フランスの地方分権化は,む
しろ起債の自由化を先行させることで自治体を市場にさらし,財政均衡法,
州会計検査院,金融機関の財務分析の圧力によって,自治体に財政健全性を
維持させ,税率の自由投票を行わせた上で選挙民の意志に自治体を直面さ
せ,住民を意識した原価の引き下げ努力を助長しているoここでは財務会計
と管理会計が健全な形で自治体の財政責任を支えているo
財務会計は外部会計であり,管理会計は内部会計である｡しかし,管理会
計も外部会計になりうるかもしれない｡例えば,ある事業がどれだけのコス
tで行われているかということは,住民による意思決定の参考資料として重
要であるし,環境会計などとも関連させることができるかもしれない｡ま
た,最近では自治体の成果報告の中に,財務報告以外の業務活動評価,プロ
グラム評価などを盛 り込むべきだという議論が出てきている｡しかし厘価計
算は多くの場合配賦を伴うものであって,この配賦に関して絶対的な統一基
準を設置することは難しい｡多くの自治体がある中で,特定の自治体が不公
平だと思うような基準の設定は,自治体公会計改革を批判に対して弱いもの
とするだろう｡アカウンタビリティ会計としての自治体管理会計は重要な提
起であり,技術的 ･概念的な問題を一つ一つ克服しながら,大切に育ててい
くべきであろう｡パフォーマンス指標を,フランスのタブロー･ドゥ･ボー
ルとは異なり,年次報告の中に盛り込もうとする場合も,同様のことが言え
る｡
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7.むすびにかえて-財務会計予算と管理会計予算
フランスの ｢公的観識のマネジメント.コントロール｣論と,事業別予算
論の比較から,両者とも共通の課題に取 り阻むものだが,相互に長所と短所
を持っていることが分かった(9)｡両者を統合するような視点がこれからは重
要となってこようが,少なくともフランスの議論は,事業別予算とは ｢管理
会計を通 じた公経営｣に他ならないことを浮き彫 りにしている｡特に目標を
パフォーマンス指標だけではなく予算額 (目標原価)にも設定 し,場合に
よっては二つの予算を作成するのが特徴である｡このことを強調することに
よって,財務会計的視点からなかなか自由にならない事業別予算の方向性を
明確化させることにつながるだろうO斎藤達三は,人件費配賦との関連で,
会計問題に厳密になることは必要ではなく,財務会計にこだわ りすぎること
が事業別予算の妨げとなっていると論 じている｡しかし著者は管理会計的側
面の厳密化は必要だと考える｡問題はむしろ,管理会計と財務会計の区別が
不十分な点にある｡
またこのことは同時に予算特定化原則と予算循環との間の矛盾にも,一定
の示唆を与えよう(10)｡自治体には,二つの計画と二つの予算がありうるO斎
藤の強調する,事業別予算と整合性を持った計画というのは一つの側面であ
る｡しかし計画にはもう一面あって,中長期の推計を行い,公債費比率等の
(9)フランスと英米諸国の自治体 ｢マネジメント･コントロール｣の比較については,
Meyssonnier[1993]の研究があるoそれによれば,目標による管理,タブロー･
ドゥ･ボ ルー (パフォー マンス指標のことをいっていると思われる),生産性改善プロ
グラム,成果達成のためのボーナス,政策評価などにおいては,アメリカの方がやや進
んでいるとしている｡他方でアメ1)カではフランスと違って効率性測定の基礎的ツー
ルである原価計算はほとんど導入されていない｡一般に顧客市民満足度の最大化に重
点が置かれているアメリカでは,利用者に対する有効性の測定が効率性の測定より重
視されているという評価である｡このような評価を見ると,行政に ｢市場｣を導入しよ
うとするのがアングロサクソンのNPM であり,｢企業の合理性｣を直接導入しようと
するのがフランス公経営であるという印象を受ける｡
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将来の動向をにらんで,重要な建設事業の取捨選択を行 うということが実際
に行われているCフランスでは金融機関が地方債引き受けに関して同様の審
査 ･分析を行っている｡よってこの計画は ｢財務分析｣のためのものだと
いってよいだろう｡これは将来のリスクを回避するためのものであるから,
コストや収入の見積もりは悲観的に行われる必要がある｡このような計画は
政府予算に反映されるが,政府予算も市民が行政の使ってよい最大限の金額
を設定するものであり,その見積もりは悲観的でなければならない｡そうで
なければ予算審議段階で財政収支を過度に楽観的に表示し,結果が明らかに
なった段階では審議の甘い決算をかいくぐることで済ませようとする態度と
みなされよう｡しかし,事業別予算のようなロジックをさらに徹底して各事
業のコス トに目標値を設定した場合,その目標値は100%実現可能な数値で
はないのだから,フランスのように二つの予算を作る,ないし予算額に対し
それを下回る目標原価を付与するのが論理的である｡二つの予算を作らなく
てよいのは,従来の事業別予算論のように,目標をパフォ-マンス指標のみ
に置き,コストには設定しないからである｡しかし日本が今後直面すること
が予想される経済的困難を目の前にして,フランスが石油危畿以降置かれて
きた厳しい状況と,それに立ち向かうための様々なツールから学ぶ点は多い
と思われる｡
最大限のコストを見積もる財務会計は,市民がそれ以上の金を使うことを
許さないというものであると同時に,銀行がこれ以上の金を貸すことは危険
と判断するための手段である｡この場合,短期的には法と民主主義によって
(財政均衡原則),長期的には市場によって,すなわち金融機関の公債引き受
け審査 (財務分析)によって,組識がコントロールされる｡これに対して最
(10)もちろん,予算特定化の範囲をどれだけ細かくするかという問題は残る｡裁量の余地
が大きいほうが,目標や成果との差異をフィード./マックさせることが容易だからで
ある｡しかし公法的統制の論理は,かなり細かい水準の予算特定化を事前に行うことを
合意している｡
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中限の目標原価を掲げる管理会計は,パフォーマンス指標の達成も含めて,
公務員の報酬と関連させられることで組誠がコントロールされねばならな
い｡斎藤がとりあげているサニーベール市の事業別予算の例では,業績評価
に基づく給与制度がパフォーマンス指標達成度に基いて行われている0
もちろん両者は相互に関連するのであって,財務的制約が目標原価の設定
を要請し,目標原価の達成は中長期的予算制約を緩和し,あるいは減税,め
るいは追加的公共サービスの実現を可能にするだろう｡そのどちらにするか
を決めるために,企業の株主総会における利益処分に似た ｢成果処分｣手続
が必要となるかもしれない(ll)｡そこにおいて予想外の財政収支の好転として
現れる自治体成果の使途を,住民や議会自身が決定するのである｡この問題
はいわゆる ｢住民持分｣概念 (吉田寛)とも関わってこよう｡
以上,事業別予算-自治体管理会計の様々な形態と,それぞれの目的につ
いて述べてきた｡M12のような分析会計からABM まで,それぞれの目的と
限界を明確に意識して選択が行われるべきである｡同じことは既存の政府予
算と事業別予算との間でも成り立つ｡｢何のために役に立つのか ?｣という
視点が,両予算の意義と限界を定める｡｢事業別経営｣という斎藤の言葉を借
りるならば,｢事業別公経営｣ないし ｢活動別公経営｣というものがありうる
と思われるが,その基礎は管理会計にあり,｢財務会計予算｣の他にもうー
っ,｢管理会計予算｣が必要だというのが出発点の認識であろう｡これが事業
別予算を財務会計的発想から自由にすることにも貢献するだろう｡
公法的統制と会計的 (行政管理的,公経営的)統制,財務会計的統制と管
理会計的統制は,それぞれどちらかが正しいということはなく,補完的なも
のである｡どちらか一方に統一しなければならないという発想が議論を混乱
(ll)このためには決算の議決が少なくとも次年度の補正予算に間に合 う程度に,早 く行
われることが不可欠となる｡著者が拙稿 [1998]の続編において検討を予定しているM
14においては,ある種の ｢成果処分｣手続が導入された｡
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させる根元であるように思われるC問題は,それぞれが何の役に立つのか,
それぞれのできることとできないことは何なのかを明確にすることである｡
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Des innovations dans le cycle budgétaire des communes françaises
-Le budget fonctionnel et le contrôle de gestion: de la M12 à l'ABM-
Makoto Nakanishi
Dans quelques collectivités locales japonaises, on commence à
projeter, ces dernières années, l'introduction du nouveau budget
fonctionnel (Performance Budgeting), qui a développé après l'échec du
budget de programme aux Etats-Unis, où il s'équipe des indicateurs de
performance et intégre le plan, le budget, les enquête des demandes
administratives et l'évaluation courante des politiques.
On pourrait l'assimiler à la M 12, le cadre comptable des communes
de plus de 10,000 habitants qui s'est introduit en 1964 et qui avait la
nomenclature fonctionnelle et le calcul des coûts complets de la section de
fonctionnement, et au développement récent du contrôle de gestion des
collectivités locales françaises dans le cadre de la théorie française de la
gestion publique. Par rapport au budget fonctionnel, la qualité des
approches françaises est le fondement solide de l'analyse des coûts, et
leurs défaut est non intégration de la planification, du marketing, de
l'évaluation a posteriori, surtout celle des impactes (outcomes), dans le
budget ou le calcul des couts.
Par ailleurs, la théorie française nous propose toute une gamme de
choix sur la répartion des coûts indirectes, le budget et la comptabilité par
centres de résponsabilités sans répartion, le direct-costing, les coûts
complets et l'ABC / ABM. La possibilité de l'utilisation générale des
tableaux de bord, qui sont très similaires aux indicateurs de performance
anglo-saxons, est aussi ouverte pour la gestion intérieure d'une
organisation.
Cette théorie nous propose aussi la possibilité de la confection des
deux budgets, budget de comptabilité financière et celui de comptabilité
de gestion. Cette remarque nous aiderait de sortir des malentendus
autour du budget fonctionnel japonais.
Quel type de budget à choisir dépend de nos objectifs dans la réforme
budgétaire. Ce qui compte, c'est de ne pas attendre ce qui ne peut pas être
attendu dans chaque méthode.
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